
ことによって、子どもが健やかに育つよう、産後の体調不良等で家庭における
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 育児や家事ができない産婦を支援する。
展開方向

産後ケアの申請があった者に対して、産後２か月未満の期間ママヘルパーを派遣し、家事や育児等の支援を 随時：産後ケア事業の希望があった者への、訪問しケアプラン作成し委託事業者と連絡調整を実施。
行う。 　　　　出産後にケアプラン修正し委託事業所と連絡調整・新生児産婦訪問実施。
対象者：家事や育児等を手伝う人がいない産後２か月未満の産婦のいる家庭 当該年度 　　　　サービス終了後、産後ケア利用者を対象にアンケートを実施。
サービスの内容：・授乳、沐浴等育児に関する事 執行計画 １０月：ママヘルプサービス従事者研修会実施。

(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　・掃除、調理等家事に関する事　
　　　　　　　　・育児等の相談に関する事
（政策）心身のケアや休養を要する産婦に対し、医療機関や産後ケアセンターへの宿泊または通所による、 利用者数 想定値 79当該年度
母体ケアや乳児ケア等を実施する。利用期間：宿泊７日間以内、通所７回以内　自己負担額：（宿泊：ショ 単位 人

活動結果指標 実績値ートステイ）３，０００円/日、（通所：デイケア）１，９００円/回等

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 利用者が満足できるサービスを提供する 直接 利用者満足度 ％ 96.2 100

   ３年後 利用者が満足できるサービスを提供する 直接 利用者満足度 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 利用者が満足できるサービスを提供する 直接 利用者満足度 ％ 0 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ママヘルプ事業用消耗品（色紙） 3 産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,528 産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,528 産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,528
ママヘルプｻｰﾋﾞｽ通知 5 通信運搬費（ママヘルプ分） 8 通信運搬費（ママヘルプ分） 8 通信運搬費（ママヘルプ分） 8
ヘルパー派遣委託料 2,520 消耗品費 5 消耗品費 5 消耗品費 5
嘱託職員報酬費 400 ＊ 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 3,908 ＊ 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 3,908 ＊ 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 3,908

＊ 産後ケア委託料 3,402 ＊ 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 4 ＊ 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 4 ＊ 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 4
＊ 通信運搬費 3 嘱託職員報償費 500 嘱託職員報償費 500 嘱託職員報償費 500
＊ 消耗品費 5

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 6,338 合　　計 7,953 合　　計 7,953 合　　計 7,953
国庫支出金 補助率 50 ％ 1,836 補助率 50 ％ 3,722 補助率 50 ％ 3,722 補助率 50 ％ 3,722
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,827 3,727 3,727 3,727

その他の財源 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 675 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 504 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 504 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 504
換算人数(人) 0.51 0.51 0.51 0.51
正職員人件費 4,641 4,539 4,539 4,539

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 400 500 500 500
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 10,979 12,492 12,492 12,492
(11)単位費用

137.24千円／人 158.13千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

核家族化により身近な育児協力者が不在であったり、様々な事情により里帰り等による育児協力を得られない家庭が増え ○①事前確認での想定どおり
ている。産後１か月ほどの間（産褥期）は、母体の回復のため十分な休養が必要である。一方、栄養・排泄・保温などに ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ おいて未自立な新生児は、細やかな保育を必要としており、このような時期を順調に過ごす事が、その後の安心した子育 ○要
   背景は？(事業の必要性) てに必要である。市は安心して子育てができる環境を支援するために、産褥期に産婦が家事や育児等の支援を必要として ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

いる場合、ヘルパーの派遣や産後ケアを実施することで育児負担や不安の軽減を図る必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
96.2 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,492 △1,513
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△13.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.8

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 652 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 産後ケア事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.51 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,492 千円 (うち人件費 4,539 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ●有 ○無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 保護者が安心して子育てする



指導および健康診査その他、地域保健に関する必要
施策目的・

(2)目的 ービスをいつでも受けられるよう、かかりつけ医などの身近な医療から高度な最先端技術を提供する医療ま 事業目的 な事業を行うことを目的に保健センターを開設する。
展開方向

でを体系的に整備し、広域的な連携を含めて医療体制を強化します。
〇保健センターを土・日・祝日及び年末年始以外の平日８時３０分から１７時まで開所し、市民に対し、健 〇土・日・祝日、年末年始を除き保健センターを開所し、市民に対し、電話を含めた健康相談、保健指導お
康相談、保健指導および健康診査その他、地域保健に関する必要な事業を実施するために保健センターの適 よび健康診査その他、地域保健に関する必要な事業を行う。
切な管理運営を行う。 当該年度 公共料金支払い、蛍光灯・トイレ等施設維持管理消耗品の管理、ごみ処理、通信（ＦＡＸ）料支払い、複写
〇保健センターは築３０年以上、休日診療所も築１５年以上を経過する。 執行計画 機等リース管理、職員研修、公用車車検　経常的な施設修繕等

(3)事業内容 内　　容 今後、施設利用者が安全で安心して施設利用ができるとともに（仮）我孫子市公共施設等総合管理計画に基 〇政策：建築物の維持保全　保健センター外壁診断調査 1,380,000円×1.08=1,490,800
づいた建築物の耐用年数まで使用できるようにするため、予防保全の維持管理を前提に修繕を行うなど計画
的、効果的に建築物の維持保全を行う。 適切に開所された保健センターの日数 想定値 275当該年度
緊急度合に応じて電気・空調・衛生・建築・消防に対する修繕を実施する。 単位 日

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 適切な運営を行い、土・日・祝日及び年末年始以外の平日に保健センターを円滑に開所する。 直接 適切に開所された日数 日 275 275

   ３年後 適切な運営を行い、土日祝日及び年末年始以外の平日に保健センターを円滑に開所する。 直接 適切に開所された日数 日 0 275

   最終(概ね５年後) 適切な運営を行い、土日祝日及び年末年始以外の平日に保健センターを円滑に開所する。 直接 適切に開所された日数 日 0 275

公共施設等総合管理計画策定委員会の中で、施設老朽化等による予防的修繕を含めた長寿命化計画や耐震診断など検討していく
(7)事業実施上の課題と対応 。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（施設維持） 101 消耗品費（施設維持） 101 消耗品費（施設維持） 101 消耗品費（施設維持） 101
光熱水費 5,321 光熱水費 4,822 光熱水費 4,822 光熱水費 4,822
草刈・樹木剪定委託、自家用電気点検 195 草刈・樹木剪定委託、自家用電気点検 195 草刈・樹木剪定委託、自家用電気点検 195 草刈・樹木剪定委託、自家用電気点検 195
施設修繕料 500 施設修繕料 911 施設修繕料 500 施設修繕料 500
消耗品費（施設運営事務） 176 消耗品費（施設運営事務） 56 消耗品費（施設運営事務） 56 消耗品費（施設運営事務） 56
ＦＡＸ通信料61、 60 ＦＡＸ通信料 59 ＦＡＸ通信料 59 ＦＡＸ通信料 59
医薬材料5 5 備品購入 75 医薬材料 10 医薬材料 10

実施内容 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,336 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,554 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,548 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,548
ＮＨＫ受信料 24 ＮＨＫ受信料 22 ＮＨＫ受信料 24 ＮＨＫ受信料 24

(8)施行事項
費　　用 日本栄養士会負担金等 149 日本栄養士会負担金等 148 日本栄養士会負担金等 149 日本栄養士会負担金等 149

その他保険料（日々雇用者傷害等） 559 その他保険料（日々雇用者傷害等） 240 その他保険料（日々雇用者傷害等） 258 その他保険料（日々雇用者傷害等） 258
旅費・研修負担金 715 旅費等・研修負担金 433 旅費等・研修負担金 445 旅費等・研修負担金 445
消耗品費（指導衛生等） 165 消耗品費（指導衛生等）・医薬材料 118 消耗品費（指導衛生等） 108 消耗品費（指導衛生等） 108
委託料（センターご案内） 921 委託料（センターご案内） 921 委託料（センターご案内） 921 委託料（センターご案内） 921
車検等手数料・損保・重量 254 車検等手数料・損保・重量 243 車検等手数料・損保・重量 384 車検等手数料・損保・重量 384
修繕料（車検、医療機器） 317 修繕料（車検、医療機器） 255 修繕料（車検、医療機器） 372 修繕料（車検、医療機器） 372
受水槽法定検査手数料 19 受水槽法定検査手数料 19 受水槽法定検査手数料 19 受水槽法定検査手数料 19
臨時職員賃金等 124 臨時職員賃金等 123 臨時職員賃金等 123 臨時職員賃金等 123
備品購入（滅菌器、拡声機、衝立） 551 ＊ 保健センター外壁診断調査委託 1,342 ＊ 外壁診断に伴う修繕工事・設計・監理 ＊ 建築物定期点検：建築基準法に準ずる 319

＊ 屋上一部防水工事　　　　　金額未定 ＊ 火災受信機等修繕 2,156
予算(済)額 合　　計 11,492 合　　計 11,637 合　　計 10,094 合　　計 12,569
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11,492 11,637 10,094 12,569

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.31 0.31 0.31 0.31
正職員人件費 2,821 2,759 2,759 2,759

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 123 123 123 123

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 14,313 14,396 12,853 15,328
(11)単位費用

52.05千円／日 52.35千円／日
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域保健法第１８条を根拠に市が設置できる施設で、市民に対し、健康相談、保健指導及び健康診査その他地域保健に関 ○①事前確認での想定どおり
する事業を行う必要があるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(日) 目標値(b)(日) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(日) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
275 275 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,396 △83
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△0.58

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.91

日 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1664 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 保健センターの運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.31 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,396 千円 (うち人件費 2,759 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31201 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

休日でも初期的な医療を受けられるよう、関係機関と連携して休日診療所を運営します。また、救急医療サ 健康づくりの推進のため、市民に対し、健康相談、保健



もに、 平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故に
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 起因する放射性物質による健康への影響を心配する市民に対し、医療機関等での検査の受診を促し，もって
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治 市民の健康への影響に対する不安及び経済的負担の軽減を図る。
〇ホールボディカウンタ測定費用助成 〇ホールボディカウンタ測定費用・甲状腺検査費助成
内部被ばくの状況を把握するため、測定機関においてホールボディカウンタ測定費用に対する助成 4月～
対象被測定者　妊婦、平成6年4月2日以降に生まれた者。 当該年度 助成金の申請受付。申請受付後、随時助成金の交付決定後、助成を行う。
１人につき3,000円を限度に助成する。（生活保護世帯等の場合は6,000円） 執行計画 （医療機関等と代理受領について契約を行う）

(3)事業内容 内　　容 〇甲状腺検査費用助成
市内医療機関において甲状腺超音波検査と血液検査を同時に実施後、医師からの説明を実施する。
対象者は、平成4年4月2日～平成23年4月1日生まれの者で、事故日及び検査日において市内に住所を有する ホールボディカウンタ測定・甲状腺検査 助成者数 想定値 61当該年度
者とする。ただし、自覚症状のある者や医療に罹っている者は除く。 単位 人

活動結果指標 実績値１人につき5,000円を限度に助成する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 健康への影響に対する市民の不安の軽減を図ること 間接 ホールボディカウンタ測定・甲状腺検査 助成者数 人 2 61

   ３年後 － 0 0

   最終(概ね５年後) － 0 0

健康への影響に対する市民の不安の軽減を図ることが目的のため定量的な指標による算出は困難。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ ホールボディカウンタ測定費用助成金 144 ＊ ホールボディカウンタ測定費用助成金 36 ※前年度の状況を踏まえて実施内容を ※前年度の状況を踏まえて実施内容を
＊ 通信運搬費 4 ＊ 甲状腺検査費用助成 250 　決定 　決定

＊ 通信運搬費 5

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 148 合　　計 291 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 148 291 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.16 0.16 0 0
正職員人件費 1,456 1,424 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 1,604 1,715 0 0
(11)単位費用

36.45千円／人 28.11千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所の事故による各種放射能対策を実施して ○①事前確認での想定どおり
きたが、子どもの将来に対する保護者の不安は消し去ることはできていない。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ このため、医療機関等によるホールボディカウンタ測定や甲状腺検査の助成事業を実施し、子どもや保護者の不安の軽減 ○要
   背景は？(事業の必要性) を図る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 61 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,715 △111
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△6.92

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 3.56

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1961 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ホールボディカウンタ測定及び甲状腺検査費用助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成２８年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,715 千円 (うち人件費 1,424 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとと


